
戦後の和泉市域における綿スフ織物業の経営史的分析
――森織布株式会社を事例に――

１．課題と視角

本論文は，戦後，和泉市域に展開した綿スフ織物業について，平井町に所

在した森織布株式会社での現地調査にもとづいて，その経営実態を明らかに

するものである。

先行研究について ここでは，まず戦後の泉州地域における綿織物産業

の展開についての先行研究として，三宅順一郎「泉州綿スフ織物工業」１）を紹

介し，検討する。三宅論文は，政府が繊維産業を対象として進めた構造改善
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事業の問題点にも触れながら，泉州地域の綿スフ織物業の１９７０年代半ば時点

での現状と課題について論じた。

戦後日本の繊維産業は零細性，社会的分業体制による賃加工（賃織）生産

形態，産地形成などの特質を持っていたが，１９６５年頃から工業生産に占める

比重が低下し始め，「衰退産業」化した。大阪府の南部に広がる泉州地域は，

全国三大機業地の一つであり，各種繊維製品の集団的産地であった。しかし

泉州地域は，中小工業のスプロール的進出が進んだため，地域経済における

繊維，特に綿スフ織物の地位は，１９７５年の時点でなお大きかったものの，次

第に低下の傾向にあった。特に，泉州機業地の中心と言える和泉市では，繊

維の出荷額比率は全産業の６１％と高く，綿スフ織物は繊維の出荷額の約４４％

を占めたが，綿スフ織物以外の繊維製品は，流通のほとんどを大阪市内の商

社や原糸メーカーに握られていたため，綿スフ織物や市内の婦人子供服団地

とはまったく縁がないという状況であった。

また綿スフ織物などの繊維産業では，１９５０年代後半以降，政府が構造改善

事業２）を進め，設備の近代化や経営規模の拡大を目指したが，これは主として

物理的な生産手段に力をいれたものであり，１９７０年代以降は「垂直的グルー

プ化」がなされたこともあって，実際に利益を得たのは原糸メーカーや総合

商社系列に属する大手企業のみであり，小零細企業は，その波に乗ることが

できなかった。こうした小零細層では，家族を中心とした雇用形態も多く，

経営が「生業」的であるため再編も難しかった。にもかかわらず，１９７０年代

にこうした零細層で新規参入があった。その理由は，労働力不足や経営採算

の悪化による家族労働力中心の「生業」層への転落と，農業や繊維関係雇用

者の新規参入が「国際化」の影響の少ない小幅部門を中心にかなり見られた

ことにある。佐賀ゼミが２００８年の調査で取り上げた藤原一男氏の工場３）もこ

のケースにあたると言ってよい。また泉州地域の繊維業者では労働者不足の

問題が深刻で，そのしわ寄せにより高齢層の業主や家族従業員の負担が大き

かったが，これが逆に小零細経営の存続の支えにもなった。

また三宅氏によると，賃織生産の内容からみた泉州地域の特徴は，紡績・
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化繊メーカーの比重が大きかったことにある。本論文が取り上げる森織布は，

その典型例と言ってよい。原糸メーカーの賃織は，和泉市域では大手に集中

しており，産地構造の頂点部分を外部の巨大資本が握っていたため，構造改

善事業の効果もこの層に集中したと三宅氏は指摘する。

しかし，１９６０年代以降，発展途上国の繊維産業が綿スフ，合繊織物の面で

急速な成長をとげ，その製品と競合する泉州の繊維産業は衰退を早めた。

このように，泉州地域とりわけ和泉市内の織物工場には，経営規模による

格差が存在し，森織布は，こうした中小企業の中では比較的規模の大きい工

場であったといえるが，繊維産業全体の不況の影響を避けることはできなか

ったと考えられる。

以上のように，三宅論文では，泉州地域の綿スフ織物工場の群としての特

徴を明らかにし，その内部の格差にも触れながら構造改善事業の問題点も指

摘しており，参考になる。しかし，個別の企業経営の実態にまでメスを入れ

たわけではない。そこで，本論文では，一次史料を用いた個別工場の具体的

分析に取り組みたい。

次に，２００９年度に発表された佐賀ゼミ６期生の論文「昭和３０～５０年代の和

泉市内における織屋について」４）にも触れておく。池田下町を対象に，毛布と

白木綿の零細工場を分析した同論文では，以下の点が明らかにされた。

第一に，泉州地域の中でも和泉市は零細な下請け賃織が広がった地域であ

る。織物工場の多くが農業との兼業であり，零細工場が多く，家族とわずか

な従業員で経営されていた。織布だけでなく紡績や整経などの関連業も地域

には存在しており，地域全体で生産を支えていたことが明らかになった。第

二に，織物工場を新しく創業し，営業を続ける上では町内における親戚関係

や知人関係も一定の役割を果たしており，特に池田下町では織機の据え付け

に関わったブローカー的人物の存在が重要であった。すなわち，和泉市内の

織物工場は，多くが下請け賃織を行う零細企業であり，従業員は家族や親戚，

知人を主体とする小規模なものであったことが，具体的な地域と事例に即し

て明らかにされたのである。
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しかし，同論文には問題点もある。第一に，素材のほとんどを聞き取りに

よっており，織物工場経営の正確な時期的変化が明らかでないこと，第二に，

毛布を中心とした家族経営レベルの零細企業のみを扱っており，中規模工場

の実態は不明であることなどである。そこで本研究では，同じ賃織でも，や

や規模の大きい工場の事例を具体的に分析したい。

調査の概要 本研究のため佐賀ゼミでは，訪問調査と合宿調査の計３回

を実施した。

�池田下町・藤原一男さんの工場（建物調査）

ベルト式・モーター式の織機，動力機，管巻機のスケッチ・撮影

�２０１０年７月４日（日）訪問調査

平井町・森弘光氏の聞き取り調査（株式会社タイヨウ事務所２階）

株式会社タイヨウの工場跡の建物調査（工場見学ほか）

森織布関係史料の現状記録調査（A・C班：事務所２階，B・D・E

班：倉庫）

�２０１０年９月２１日（火）・２２日（水）合宿調査（桃山学院大学）

森織布関係史料の目録作成作業

以下の各章では，経営者への聞き取り内容，一次史料からわかる賃織や会

社経営の実態，長期的な財務状況の推移，従業員の状況の順で考察を進める。

（福永航・中村友香・加茂悠奈）

２．森織布の沿革概略―森弘光氏への聞き取りから

この章では，森織布株式会社の廃業時の社長であった森弘光氏（昭和１５＝

１９４０年生まれ）に対する聞き取り（２０１０年７月４日実施）の内容を紹介する

形で，森織布の創業から廃業までの歴史について，概略をおさえておこう。

創業から廃業まで 森弘光氏の祖父にあたる森国松氏が創業したとさ

れ，最初は蚕を飼って生糸を紡いでいたが，のちに織物工場にした。弘光氏

の父である森廣次氏の代には「森廣織布」となった。倉庫には「森廣織布平
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井工場」という金属製の看板が残されている。弘光氏は幼い頃に浦田町にあ

った工場に行き，そこでよく遊んだ記憶がある。

そして，戦後の昭和２９年（１９５４）ごろに森織布株式会社になった。昭和５９

年に織物業は廃業したが，その前の５２～５３年頃から廃業後の平成元年（１９８９）

ぐらいまではワインダー（織物用の原料糸を「チーズ」の形に巻く仕事）を

やっていた。そして，昭和５０年代（実際には昭和４０年代）から３回にわたっ

て政府に織機を買い取ってもらった。

弘光氏が１７歳の時（昭和３２年）に，父の廣次氏が亡くなり，その時から会

社に入った。当時，営業は，社員の藤原照夫氏がしており，会計・取締役・

経営は，父の姉と兄の英博氏が行っていた。弘光氏は，若い頃には納品など

のため運転手をよくやっていた。

森家は，田と畑のほか，山林も所有していた。山ではみかんや柿を育て，

工場裏のあたりに６～７反ほどの畑を持っていた（現在も４反ほど所有）。森

織布も，厳密に言えば兼業だったことになる。

東洋紡との関係 昭和２９年ごろに，東洋紡が下請け業者を探し，泉州織

物協同組合の紹介もあって，東洋紡に売り込み，東洋紡と下請け（賃織）の

契約を結んだ。東洋紡との契約で安定感を得ることができ，原料の価格変動

に左右されることが少なく，信用価値も上がると考えたためである。また，

東洋紡と森織布の関係は「下請け工場」とはいわず，「東洋紡連携工場」だと

いわれた。

森織布以外の下請け工場として，泉北地域には和泉市芦部町の芦部織布，

岸和田市包近の井坂織物，堺市鳳の鳳織布があった。鳳織布の規模が一番大

きく，工員は３００名程度であった。その他の工場は森織布も含めて１００名程度

の中規模工場であった。

製造品の種類 原料糸は全て東洋紡から支給され，品質も東洋紡基準で

あった。製品の納品先は東洋紡の守口の洗工場で，そこで晒しの工程を行っ

た。また，輸出品の納品先としては梱包場である堂島の富士梱包という会社

もあった。
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製品の種類は広巾織物で，木綿ならシーツや浴衣などの織り目が簡単な生

地や，高額なものだとハンカチやワイシャツなどの生地があり，綿と化学繊

維の混合で，ちりめんのような形に織り上げたステテコの生地もあった。ま

た，のちに扱った輸出品では，ハワイから日本まで引かれている地下の通信

用電気ケーブルに巻く布である化学繊維のような特殊な製品もあった（これ

も東洋紡の製品）。製品は，東洋紡がその時期ごとの市場の動向や下請け工場

の技術も見ながら発注しており，新製品の見本をつくる注文が入ることもあ

った。

平井整経協同組合 森織布で使用する原料糸のうち，経糸を整経する工

場として，森家が創設したのが，平井整経協同組合である。森織布で使用す

る糸以外に，他の織物工場で使用する経糸も整経した。そのことを「新巻き」

という。平井整経は２４時間操業していた。森織布は平井整経ができる以前は，

他の会社に「賃巻き」を依頼していた。原糸はすべて東洋紡から支給された。

「賃巻き」は，ビーム（経糸を巻く軸）に糸を巻き，糊づけを行うものであ

る。織機にかけるビームに巻く経糸の本数は製品によって決まっているので，

それに合わせて整経を行い，チーズから糸を巻き，経糸を並べる。

製造機械について 森織布の工場内には４４インチの織機１７０～１８０台，６０

インチの織機５０台，７５インチの織機３０台（合計２６０台ほど，いずれも広幅）が

あり，管巻き機１０台ほど，「ヤールトリ」（布をたたむ機械），検反機，経糸を

繋ぐ機械，コンプレッサーなどがあった。織機は工場建物（現存）に入口か

ら入って左右の向き（東西方向）に長い形で配列されていた。東側の天井部

にモーターがあり，４４インチ，６０インチはベルト式で天井に設置されたシャ

フトから動力を伝えられる形で，７５インチのほうは，自動織機であった。管

巻き機は７～８台ほどが建物の入口から遠い側にやはり東西方向に一列並ん

でおり，これもベルト式であった。この管巻き機を動かしていたのは専門の

女工で，年配で少し賃金は低かった。また織機を動かしていたのは若い女工

たちであった。

４４インチの織機と７５インチの織機は新品を自前で揃えたが，６０インチの織
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機は，東洋紡の伊勢の工場が昭和３４年の伊勢湾台風で水に浸かったために，

安く払い下げてもらったものを５０台入れた。実質もらったと言ってよいほど

に安価であった。４４インチの織機と，７５インチの織機は，その後，廃業まで

使った。

平井整経協同組合の工場内には，サイジング（糊付けする大きな装置），撹

拌機，経糸を巻くための大きな整経機（幅が３．５～４m弱あった）が２台，ボ

イラー５つ，以上４種類の機械があり，タンクのほか，ボイラーからの煙を

排出する煙突もあった。

工場の人員と作業分担など 森織布では，多い時で従業員が１６０人ほどい

たと記憶している。その８割が女性であった。作業分担は，織機担当（織り

手）と管巻き機担当などがあった。従業員は織機担当（織り手）が最も多く，

管巻き機担当は，年配の人で賃金が少し低かった。儲かっていた時は２４時間

操業しており，その当時は８時間交代だった。また平井整経協同組合の従業

員は７～８人で，すべて男性だった。こちらも２４時間操業していた時期もあ

る。

従業員・寮について 工場敷地内に１棟（女子寮），納花の自宅の近くに

２棟，柑橘試験場（納花町）の近くに１棟の計４棟の従業員寮があり，遠方

（鹿児島，高知など）から来た女工が寄宿していた。中学卒の（１５～１６歳）

女工が，寮に寄宿して働いていたが，彼女たちは定時制高校に通わせ，生け

花なども習わせていた。女子寮は，３～４人の相部屋で６畳ほどだった。他

方，通勤工員は付近の納花，平井などのほか横山などに住んでいた。弘光氏

は，近所の女工たちをトラックで送り迎えすることもあった。工場敷地内に

は浴場や食堂もあった。浴場はけっこう広く，食堂では賄い担当の従業員を

２人ほど雇っていた。

織物業が盛んだった頃は織手の需要も大きかったので，森織布の織り手は

技術が高かったこともあり，引き抜きも少なくなかった。また労働基準監督

署が深夜労働などをチェックしに来ることもあり，あわてて操業を止めるよ

うなこともあった。
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小括 以上の森弘光氏の聞き取りで注目されるのは次の点である。第一

に，森織布は多い時期には織機２６０台，女工１６０人を抱える比較的大きめの中

規模工場であり，平井整経という事実上自前の会社と言ってよい工場をつく

り，整経部門も確保していたことが注目される。第二に，戦前以来の工場で

あったが，戦後の比較的早い時期から東洋紡の下請（賃織）工場（「連携工場」）

となり，ほぼ一貫してその地位であり続けたことにも注目しておきたい。

（水谷成人・木村有里・熊谷五月）

３．委託加工契約と会社経営の実態

本章では，森織布が東洋紡績株式会社などと結んでいた委託加工契約（賃

織の契約）の内容やその変化と，各時期の事業概況説明書などからわかる会

社経営の実態について見る。

１）委託加工契約について

この節では森織布が東洋紡などとの間に結んでいた委託加工契約について

分析する。

東洋紡との委託加工契約の変遷 まず森織布と東洋紡とが結んだ契約に

ついて，森織布関係史料金庫２―１７所収の「東洋紡績契約書綴」５）などから拾う

と，以下の通りである。

�S３５．４．２６ 委託加工契約書

�S３５．４．２６ 賃貸借契約書

�S３５．１０．２６ 協定書１（S３５．４．２６付 賃貸借契約書）

�S３６．７．１０ 協定書２（ 〃 ）

�S４０．４．２４ 売買契約書（契約書控等）（金庫１―５３下９より）

�S５０．１１．１５ 付属協定書（S４２．１．５付 委託加工基本契約書）

�S５０．１１．１５ 解約確認書（ 〃 ）

以上の流れを確認した上で，各契約の内容について説明する。

委託加工契約の内容 �の委託加工契約は，昭和３５年に東洋紡取締役社
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長である谷口豊三郎と森織布の森英博との間に結ばれた賃織に関する契約

で，２１か条ある。その内容は表３―１に整理した。ここでは，原糸は東洋紡か

ら森織布に引渡すとされ（第１条），東洋紡が加工委託をする際には品量・品

質・数量と納期等に関する指図書が示される（第２・３条）。原糸は原則とし

て森織布で受渡され，仕上品や屑物は東洋紡が指定する場所で受渡された（第

５条）。森織布は，原糸やその仕掛品・仕上品・余剰品・屑物等に関する帳簿

を備え付け，その収支を明らかにする義務があり（第６条），東洋紡が必要と

考えた場合，いつでも森織布の工場，作業，原糸やその仕掛品，仕上品，余

剰品，屑物等の調査を行い，関係帳簿を閲覧できるとされ（第７条），棚卸

（在庫）も同様とされた（第８条）。

加工賃について，東洋紡は森織布から仕上品の出荷を受けた時，その数量

と品質を確認した上で，別に定める加工賃を森織布に支払うこととなってい

る（第１０条）。つまり，ここでは実際の加工賃については明記されていない。

森織布が東洋紡から引渡を受けた原糸及びその仕上品・仕掛品・余剰品・屑

物等は，全て東洋紡の所有物とされており，森織布の判断で他に売却，譲渡，

転用などをすることはできなかった（第１２条）。また東洋紡が承認した場合以

外には，森織布は他の賃織業者に下請をさせることはできないと明記してい

る（第１３条）。また森織布が所定の基準を超えて格落品を生じさせた場合，そ

れにより東洋紡が被った損害を森職布は賠償することも定められ（第１４条），

森織布は仕上品の納入後も委託加工製織上の瑕疵について，責任を免れない

とされていた（第１５条）。

最後に，森織布が東洋紡と結んだ契約に違反した場合，東洋紡は直ちに契

約を解除し，東洋紡が被った損害の賠償を森織布に請求することができると

された（第１７条）。

賃貸借契約と付属協定書 �～�は，�の委託加工契約と同日に結ばれ

た織機などの賃貸借契約と，それに関するその後の協定である。昭和３６年７

月の協定書２の段階で，森織布は東洋紡から月額金２９，１３０円で普通織機６０幅

５８台，モーター６０台，スイッチ５８台を貸借していたことがわかる。
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昭和４０年の�は，東洋紡と森織布が締結した売買契約書であり，その売買

物件目録によると東洋紡が森織布に対して，普通織機６０幅５８台，同上用のモ

ーター・スイッチ６０台，登録権５８台分，新登録権２０台分を金３，７７０，０００円で売

却している。その支払いは同年５月２５日から２０か月間の均等分割で毎月

１８８，５００円を東洋紡が森織布に対して支払う加工賃から差し引き，４１年１２月２５

日をもって決済完了するとした。ここで売却された織機の台数等を昭和３６年

の協定書２（�）で貸借されている織機と比較するとほとんど一致する。こ

表３―１ 東洋紡との委託加工契約書の内容（昭和３５年４月２６日）

備考：「東洋紡績契約書綴」（森織布関係史料金庫２―１７）により作成。
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れまで賃貸していた織機を森織布が東洋紡から買い取ったのである。

昭和５０年の�は，４２年１月５日付けの委託加工基本契約書の付属協定書と

されているが，原契約書である４２年の委託加工基本契約書については，該当

史料が見あたらない。しかし，付属協定書を見ると，棉及び化合繊紡績糸（混

紡糸を含む）の製織が当時の加工委託の内容だったことがわかる。賃織契約

形態は�の段階と変わった様子はない。

�と同じ日付の�解約確認書は，「東洋紡と森織布は昭和４２年１月５日付で

締結した付属協定書を，昭和５０年１１月１５日をもって解約した。」とされている。

加工賃について 東洋紡から森織布への加工賃については，金庫２―１

「織工賃通知書綴」からその通知の形式と内容を見ることができる。表３―２

は，その一部を抜粋したものである。通知は，製品を区別する「契約No．」

「品名」のほか，「巾」（インチ），「@」「備考欄」という項目のある罫紙の形

で，「@」が加工賃の単価（円・銭）である。加工賃の通知は，基本的に毎月

行われ（一部２か月分をまとめて通知する場合も），１５日付のものが多い（た

だし月によって多少異なる）。また，必ず用紙の最後には捺印がある。

製品と幅，加工賃の関係を見ると，当初，数か月分の記載では，幅と加工

賃の関係がほぼ対

応しているのが基

本であったことが

読み取れる。また

最下端のE２５０６A

～E２６２７Aのよう

に，品名が同じで

も契約No．が異な

る場合がある。同

じ史料には昭和３６

年１月２７日に「試

織 工 賃 の 件S

表３―２ 東洋紡からの加工賃通知書の記載例
（昭和３５年１０月２０日付け）

備考：「織工賃通知書綴」（森織布関係史料 金庫２―１）による。
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３５．１２．２６以降契約分はA１００％，B９０％，C８０％以上に変更します。」と記され

ており，表にもある品名FD３２１（巾３９�）の加工賃が，同年１月１５日の通知か

ら単価が「１０５０」（１０円５０銭）になっており，１円２０銭値上がりしていること

が確認できる。後の時期になるほど，幅と加工賃の関係は一律でない傾向が

強く，より多様な織り方，品質の商品が注文されるようになったと考えられ

る。

東洋紡以外との委託加工契約 次に，東洋紡以外との委託加工契約も存

在したことが今回の調査で確認されたので，それを紹介しておく。まず昭和

３０年代の比較的早い時期の事例を見よう。昭和３０年７月２５日，森織布は池藤

織布株式会社との間に７つの条項をもって綿布委託契約を締結している

（「〔昭和３０年代重要書類綴〕」金庫１―１０）。契約書では，森織布は，池藤織布

が独自に計算した量の原糸を受け取り，製品を加工するとしており（第１項），

原糸に関する管理や品質保証，原材料や製品等に関する不正行為，不注意に

よって生じた損失は，すべて森織布が負担するとされた（第２項，第５項，

第６項）。

またその際，森織布は池藤織布から借金をしたようで，納花にある森家の

自宅（宅地１１２坪）や建物（木造瓦葺平家建居宅１棟，建坪７０坪５合５勺）な

どをその担保としている。

一方，昭和５０年ごろに森織布は，オートリ織布株式会社，新興産業株式会

社，工業繊維株式会社と相次いで委託加工契約を締結した。いずれも基本的

な賃織契約の規定には東洋紡と違いはないので，東洋紡と異なる点に絞って，

それぞれの契約内容を見る。

まず工業繊維株式会社の場合（昭和５０年２月２８日），基本契約とは別に個別

契約があり，交付する原材料の種類，規格，数量，受渡方法および支払う加

工賃の額については，加工取引の都度，双方の間で協議決定する，などとさ

れていた。さらに，この契約では，工業繊維株式会社の都合，一般経済界の

景況や森織布に対する「与信」の低下，その他の事情により，いつでも契約

の解除，取引の一時停止または制限，取引方法の変更をすることができる（１１
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条）という条項があり，契約の期限はあらかじめ決まっていなかった（１４条）。

工業繊維の場合，一方的に契約解除されることもありえたということになる。

次に，新興産業株式会社の場合（昭和５０年１０月２４日），やむを得ない事情や

森織布の責に関わる理由で委託加工契約を完全に履行できない場合は協議の

上，契約の全部または一部を解約，変更することができた（６条）。原料の引

渡においては，引渡を受けた際，その都度遅れることなく検品を行い，その

検査報告書を預かり証とともに５日以内に提出しなければならなかった（７

条）。また，双方の間で生じた品質その他委託加工契約の不履行に関する事案

については双方から仲裁人を出して合議により裁定するとしていた（１７条）。

最後に，オートリ織布株式会社の場合（契約年月日不明だが昭和５０年ごろ），

棚卸の際には，毎月１回双方立会の上で原料やその仕掛品，仕上品，余剰品

等の棚卸を行い，各帳簿を照合して双方が承認印を捺印するとしていた（６

条）。また契約の有効期間は東洋紡と同様１年間だが，期間満了の際，東洋紡

との契約では１か月前に協議の上で延長可能とされていたが，こちらは協議

をせず３か月前までに双方から書面による変更または解約の申し入れがない

場合には自動延長される，となっていた（１６条）。

以上のように，委託加工契約の内容は相手先によって微妙に異なっており，

ここでは工業繊維との契約がより厳しい内容となっていたが，東洋紡との契

約にも見られた下請け契約としての基本的性格という点では各社とも共通し

ていた。なお，昭和５０年前後に三つもの会社と委託加工契約を結んだ背景に

は東洋紡からの委託注文の減少という事情があったが，これについては次章

であらためて触れよう。

東洋紡以外との織機売買 なお，以上に見た３社との委託加工契約を含

んだ書類の中に残されていた，綿工連による織機買い上げに関する史料にも

触れておく。昭和４９年１１月２０日，森織布は，日本綿スフ織物工業組合連合会

（綿工連）に対して，実台数１６２台・換算数１７４台を保有しているうち４８台の

織機を売り渡したいという内容の「綿スフ織機売渡申込書」を提出した。こ

れをうけ，綿工連と森織布，泉州織物構造改善工業組合は，「綿スフ織物業織
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機買取廃棄実施要領」にもとづいて，５０年２月２７日に織機の売買契約を締結

した。４９年１１月２０日の誓約書では「織機の売買契約の成立の日から５年の間

において買取直後の織機台数（織機設置制限規制に規定する換算値で換算し

た台数をいう。）をこえて織機を設置しないこと。この保証として買い取り価

格の１０％に相当する金７００，８００円也の保証金を泉州織物構造改善工業組合に

差し入れること。私達が第１項に違反した行為をしたときは，私達が一切の

責任を取り，前項の保証金を没収されても異議を申し立てないこと。私達が

中小企業団体の組織に関する法律に基づく設備制限関係命令に違反すること

となったときは，買取り代金に相当する金額の違約金を支払うとともに第２

項の保証金を没収されても一切異議を申し立てないこと。」が記載されてい

た。

以上から，この売買契約は，綿工連・泉州織物構造改善工業組合との構造

改善事業にもとづく過剰織機の買い上げ契約であったことがわかる。この買

い上げによって森織布が所有する織機台数は実台数が１６２台から１１４台に，換

算数が１７４台から１２６台になった。この昭和５０年前後の事情についても，次章

で触れる。

以上，本節では東洋紡や他社との委託加工契約や，それに関連して織機の

売買契約文書について見てきた。森織布は，東洋紡との賃織契約を主体とし

てはいたが，経営初期の池藤織布に加え，昭和５０年ごろには相次いで３社と

も契約を結んでいたことが新たに確認された。しかし，東洋紡はもちろん，

他の会社との契約を見ても，賃織の契約というものは，あくまでも下請け関

係であって，森織布はそれぞれの相手先に従属する形で製織を行っていた，

という基本的なあり方が確認できた。 （沖原千尋）

２）会社経営の概要―「会社事業概況説明書」から

本節では，森織布株式会社の第２期，４期，１３～１７期，１９期の「会社事業

概況説明書」と１９６８年の「営業案内」をもとに，昭和３０～４０年代の経営状況

について検討する。

桃山学院大学 学生論集 Ｎｏ．２６

―８０―



第２期会社事業概況説明書 第２期は昭和３０年度である。説明書には「広

巾綿スフ織物製造業会社事業説明書」という標題があり，法人の代表は「森

廣次」となっている。

「事業の概要」という項目には「昭和２９年１２月２９日設立以来，森廣次との

貸借契約により，工場地一切の備品を借り受け東洋紡KKの賃加工により製品

向上と生産向上に努力した結果，初期の目的は概ね達せられたが労務費の割

高と生産高の向上には考えねばならぬ余地が充分ある。」とある。創業の目的

は達成したが，労務費の割高と生産高の伸び悩みが課題であったというので

ある。

「取引過程」の項では，東洋紡の原糸１００％を引き渡され出来上がった製品

をその指定加工場にもっていくと説明され，「製造工程」は，経通，機掛，検

反，碼畳（ヤード単位で折りたたむこと），精検，修正，仕上，受検，梱包，

出荷の順に行われる，とされている。

「営業の規模」では，工場敷地が泉北郡南池田村平井３０９の建坪６６１．９４坪，

織機が２３６台，人員は１４２人，売上金額２１，８５３千円とあり，建物は「借家」で

あった。取引金融機関は，泉州銀行鳳支店，三和銀行堂島支店とある。

表３―３は，この説明書にある月別の売上金額等の状況であり，これをみる

と，工員は毎月の出入りが多く人数が変化していることがわかる。また売上

金額は年度の変わり目である４月・３月のほか１１月が多く，使用電力は冬期

に上昇している。

次に，従業員の詳しい状況は表３―４にまとめた。上記の人数変化にもかか

わらず５年以上の経験工員が２０％以上いることがわかる。また工員以外の従

業員も２人いた。

第４期会社事業概況説明書 次に第４期について考察する。第４期は昭

和３２年度である。４期については，２期との違いや新たな情報についてのみ

紹介する。

まず工場の延坪数が８０２．７１坪と２期と比べて拡大している。また糸の種類

にはスフ糸と綿糸の２種類が記入されている。また従業員数も２期には１４０人
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前後だったものが１０１人と大幅に減っている。労働力不足の状況がうかがえ

る。

また４期は使用機械の状況が詳しくわかる。織機などの名称・数量や作業

能力については，表３―５にまとめた。ここからは各機械の性能やそれを担当

する人数などもわかる。管巻機やリーチングマシーンなどは，１人１台でみ

るが，力織機や綾装置は１人１０台ほどをみる計算になる。また織機ごとの作

業能力の違いも注目される。

次に「営業成績の概要」に注目すると，「当社の生産品は，東洋紡績（株）

の賃織であるので市況の影響は他社よりも少ないが，しかし３２年度下半期の

綿紡の操短，織布

業者の操短，市況

の長期悪化の打

撃は余りにも大

きく，悪化に伴い

製品の品質の程

度，酷さにより，

当社の技術をも

ってしても此の

長期不景気には

耐え難く当期は

生産高の減少に

より収入面も減

少し損金を生む

結果」と記されて

いた。こうした長

期不況により，借

入金が増えた。借

入 金 は４月 の

表３―３ 月別の売上金額・従業員数・使用電力（昭和３０年度）

備考：第２期会社事業説明書（倉庫１―５４より）

表３―４ 従業員の状況（昭和３０年度）

備考：「第４期会社事業説明書」（倉庫箱１―５４）により作成。
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２９，６４６千円から翌年３月には３１，３５２千円と２００万円も増加している。そのため

損金を生む結果となった。

最後に「労働管理」については，作業定時間は１０時間とされ，作業時間の

管理は出勤簿等によって行い，作業内容の管理は，部門ごとに責任者を置い

て行っている。また給与については「日給等のほか出来高による歩合給」と

されている点が注目される。（大塚英樹）

第１３～１７，１９期の会社事業概況説明書 ここでは森織布の第１３～１７，１９

期の「法人事業概況説明書」（倉庫箱１―４）を見る。まずは三つの時期に分

けて「営業成績の概要」の記述を中心に要約する。第１３・１４期（昭和４１・４２

年度）には，繊維工業界は他産業への流出によって労働力不足が深刻化して

おり，特に若年労働者の求人が困難を極めていた。そのため生産低下に陥る

だけでなく，納期不履行のための加工賃収入の低下，人件費と求人関係費用

の増大，品質低下と諸物価の高騰などにより森織布は赤字決算を続けた。

次に，第１５・１６期（４３・４４年度）を見よう。１５期の上半期は，前期に続き

低調であったが，下半期からは業界好転の余波を受け，業績は徐々に回復し

表３―５ 機械の名称・大きさ・作業能力・台数・作業人員等（昭和３２年度）

備考：「第４期会社事業説明書」（倉庫箱１―５４）により作成。
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た。これに加え，１月度の契約分から親会社である東洋紡の加工賃も約８％

アップし，それによって１５期末において若干の収益を得た。１６期には，加工

賃が７月から約１０％アップし，そのため総収入が年間４００万円増加したが，生

産が５％低下した上に，労働力不足に伴う賃金の上昇が，収益率上昇を抑え，

利益の伸びが低くなった，としている。

最後に第１７・１９期（４５・４７年度）について述べる。１９期は，「営業成績の概

要」が未記入のため１７期だけ見ると，１７期上半期後半から繊維業界は不況の

波をかぶり，１０－１２月期から１－３月期に急速に受注が減少した上，東洋紡

からの加工賃も約２０％ダウンした。さらに１月に入ってから組合の申し入れ

による生産調整のため，一部織機の休機を余儀なくされ，生産数量と加工賃

収入が大幅に減少した。一方，人件費の高騰などによって支出は前期を上回

り，１７期は決算において「若干の損失」が生じた。

以上から，昭和４０年代は慢性的な労働力不足だったうえ，加工賃も時期に

よって大きな変動が見られた。加工賃が増加した年度でも人件費などの増加

が収益率を抑え，利益につながらないことがしばしば見られた。決算におい

ても多くの年度で赤字だったのである。

最後に，第２期の法人事業概況説明書や１９６８年（昭和４３）の「入社案内」

（金庫１―８�）の記述とも対照しつつ，従業員数や織機台数・内訳，収支状

況などについて見ておく。

まず従業員数については，期を追うごとに減少傾向にあり，２期と１３～

１７，１９期を比べると人員が１００人近く減っている。いずれの期でもやはり女工

の割合が高い。なお，１５期（昭和４３年度）の事業概況説明書と１９６８年の「入

社案内」は同じ年のものであるが，従業員数は１００人ほど違っている。「入社

案内」では実際より多い人数を記したのである。

次に機械装置についてだが，大きな変化としては，１３期から１４期にかけて

力織機７５吋３６台を売却し，代わりに自動織機９０吋３０台を導入したことが挙げ

られる。しかし，１９期になると力織機４４・６０吋をそれぞれ数台減らしている。

また製品名を見ると，１３・１４期では「綿布１００％」とされているが，１５～１７期
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には「金巾とタフセルを半々で製造」とあり，１９期になると「綿スフ織物１００％」

に戻っている。

また月別の収支状況を見ると，月ごとの売り上げの差は大きくないことか

ら，季節に関係なく東洋紡の指示通りに織っていたことが窺える。売上金額

に注目すると１３・１４期は同額であるが，それ以外は毎期上昇している。また

一部を除いて期末になると工員数が減少していることが記載されている。

本節では会社事業概況説明書から，昭和３０～４０年代のいくつかの時点にお

ける会社経営の実態を垣間見た。全体として経営状況は順調とは言えない不

安定な状況であったことがわかる。そこで，次章では，より長期的な経営状

況を探ってみよう。 （吉岡 龍）

４．経営状況の長期的推移―決算報告書から

本章では，森織布の昭和２９～５０年度の決算報告書（倉庫箱１―４，同１―５４，

同１―６１）から貸借対照表・損益計算書および製造原価報告書について判明す

る限りのデータを拾い上げて作成した表（分量が膨大なため本論文では割愛）

をもとに，同社の２０年以上にわたる経営状況を分析する。なお，昭和３３・３４

年度はデータがなく，２９－３９年度は特別損益が不明であるため，この部分は

除いた。以下，これらのデータをもとに支出，収入，収支状況の順で分析し

ていく。

売上高の推移 表４―１は，森織布の損益計算書（昭和２９～５０年度）のう

表４―１ 森織布の売上高（昭和２９－５０年度）

備考：森織布関係史料所収の決算報告書（各年度版）により作成。
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ち「営業損益の部」に含まれる売上高の推移をまとめたものである。データ

のない３３・３４年度を除き，４年ごとに合計を出し，その内訳を示した。この

表から以下の点が指摘できる。

第一に，すべての年度で加工賃が売上高合計の大半を占めている。加工賃

とは，言うまでもなく東洋紡からの委託加工収入である。特に４８年度が７９５１

万円と最多（３か月しかない昭和２９年度は除く，以下同じ）で，最少は５０年

度の１９３８万円である。４年ごとの合計に占める加工賃の割合を見ると，昭和

２９－３２年度の６２％から３５－３８年度は７０％，３９－４２年度は７５％，４３－４６年度は

８９％と上昇し，４７－５０年度は６４％に下がっている。

第二に，次に多いのが「売上」である。年度によってばらつきがあるが，

最も多いのが５０年度であり，加工賃を上回っているのは昭和２９・３０年度と５０

年度である。実は「売上」のうち２９・３０年度の分は，東洋紡から引き渡され

た原料糸で製織した製品の一部が不適格とされ，買い取りになり，それを製

品として森織布が販売したものによる収入だと考えられる（森弘光氏のご教

示による）。３０年代初めから４０年代初めにかけてのものも同様であろう。しか

し，昭和４９－５０年度の「売上」は，東洋紡からの委託減少のため森織布が自

ら材料を仕入れ，製織し製品を販売した収入と見られる（同前）。なお，「木

管売上」とあるのは，原料糸を引き渡された際に原糸を巻いてある木製の軸

を買い取ることになっており，それをリサイクルのため売却した際の収入で

ある。 （坂野峻也）

製造原価の内訳と変化 次に，決算報告書に含まれている製造原価報告

書の記載内容を整理した表４―２から，毎年度の製造費用の動きを見る。製造

原価報告書では，製造費用が，材料費・労務費・経費の三つに大別されてい

る。三つの区分に含まれる各科目の詳細については割愛し，ここではこの三

つの内訳の変化について分析する。

第一に，材料費の割合を見ると，一部の年を除いて数％と低いことがわか

る。これは，森織布が東洋紡の賃織を行っていたためであることは言うまで

もない。昭和２９・３０年度や３５・３６，４６，４９・５０年度などが例外的に高い割合
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だが，このうち３０年代のものは，製品の品質が東洋紡の基準に達しなかった

ため買い取りとなったことによるものと考えられる。他方，後者は東洋紡か

表４―２ 製造原価の推移（昭和２９－５０年度）

備考：森織布の決算報告書（各年度版）により作成。上段が金額、下段は割合（％）を示す。
昭和２９年度は３か月分の数値である（この年度に株式会社化したため）。
３３・３４年度はデータがないため除外し、残りの年度を４年度ずつに区切り、各費用を合計し、
４年度分合計に対する割合を算出した。
昭和３１年度、三種類に区分されている修繕費は、２９・３０年度ではひとまとめになっている。
保険料や諸税公課、地代、減価償却費が２９・３０年度で見あたらないのは、記載不備が原因か
未詳。
昭和３５～３８年度は、検査料・運送費・梱包費が一般管理費・販売費に分類されているが、他
の年度と合わせるため、製造原価のほうに分類しなおした。
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らの委託加工注文の減少に伴って，森織布が自ら材料購入を行い，製織と販

売を行ったことによるものと見られる。

第二に，労務費を見ると，おおむね４０～５０％程度であるが，昭和３７～４１年

度にその割合が最も高く，４２年度以降は低下していることがわかる。昭和３０

年代は従業員の数が最も多かった時期であり，そのために人件費の比率が高

表４―３ 販売費及び一般管理費（昭和２９―５０年度）

備考：森織布関係史料所収の決算報告書（各年度版）により作成。

表４―４ 営業利益・損失と経常利益・損失の推移（昭和２９－５０年度）

備考：森織布関係史料所収の決算報告書（各年度版）により作成。
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まったものと思われる。

第三に，「経費」の割合は，おおむね４０～５０％程度だが，昭和３１年の割合が

最も高く，３１～３８年度と，４２～４５年度が高めである。

第四に，４年度ずつに区切った時期ごとの特徴を見ていくと，次のように

なる。まず昭和２９～３２年度では，材料費は３０年度３８％，３１年度４３％と高いが，

その後は下がり，逆に労務費と経費は，３３年度以降にその割合を高めた。３５

～３８年度には，材料費は徐々に下がり，労務費は反対に上がっている。他方，

「経費」は５０％前後でほぼ一定である。３９～４２年度には，材料費は数％に低

下し，労務費と経費もほぼ５０％前後で安定している。４３～４６年度は，材料費

が徐々に上昇し，労務費・経費は逆に低下している。４７～５０年度は，４８年度

から４９年度にかけて材料費が急増し，全体の３分の１を超え，そのため労務

費・経費は減少し，三つの区分がそれぞれ３０％台になった。

さらに各区分の詳しい内容を，ここでは割愛した製造原価報告書の内容か

ら見ると，例えば昭和４０年度は，労務費が５０％を占めているが，そのうち最

も多いのは当然ながら工賃である。次に多いのが「経費」で４６％であるが，

その中では，外注工賃が最も多く，減価償却費，機料費，動力費などが続い

ている。他の年度もだいたい同様である。

表４―３は，森織布株式会社の損益計算書（昭和２９～５０年度）のうち「営業

損益の部」に含まれる販売費及び一般管理費の推移をまとめたものである。

ここでは４年ごとに合計を出し，その内訳を示した。この表から以下の点が

指摘できる。

すべての年度で役員報酬と給料手当が販売費・一般管理費合計の大半を占

めている。役員報酬は森織布の株主でもある５～６人への報酬，給料手当は，

事務員の給料である。そのため人件費が，どの年度でも７０％前後と大半を占

めていたことがわかる。 （乾 亜理）

収支全体の状況 表４―４は，森織布の損益計算書から「営業利益／損失」

と「経常利益／損失」を抜き出したものである（３３－３４年度はデータなし）。

第一に，営業損益を見ると昭和２９－３２年度は黒字であるが，３５年度以降は
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一貫して赤字であり，赤字幅も広がっている。第二に，経常損益を見ると，３５

－３９年度は数値不明のため２９－３２年度と４０年度以降しかわからない。しかし，

傾向はほぼ同様で２９－３２年度は黒字だが，４０年度以降は赤字となっている。

より赤字が目立つとはいえ，全体として収支状況は厳しく，特に４０年代は毎

年赤字が累積する状況に陥っていた状況が窺える。

次に，損益計算書のデータ（本論文では割愛）から，昭和３９年度以降の特

別損益の状況を見ることで，毎年度の最終的な収支状況を確認しよう。

それによると，第一に，数値がわかる昭和３９年度以降，森織布は毎年赤字

を繰り越しており，その金額は，毎年１０００万円前後で推移したことがわかる。

第二に，特別利益のうち固定資産売却益を見ると，昭和４２年度に２４３万円，４６

年度に８３５万円，４７年度に１５５９万円，５０年度に７４９万円の利益が計上されてい

る。これらは，いずれも構造改善事業に伴う織機の売却によるものと見られ

る。このうち５０年度分は，本論文の３―１）で触れた綿工連への売却である。

その結果，４８年度の当期未処理損失（最終的な赤字）は１９万円に縮んだので

ある。

しかし第三に，４９年度には再び２０００万円以上に赤字は膨れあがった。

以上から昭和４０年代は，ほぼ毎年赤字が累積する状態で，織機の売却益で

辛うじて赤字の拡大を抑えていたが，昭和５０年前後には，それも難しくなっ

たと言えるだろう。

小括 本章で見た経営状況の推移を，前章で述べた点とも関連させなが

らまとめる。

第一に，前章で見た昭和３０年～４０年代の会社事業概況説明書では，従業員

数，収支状況ともに３０年代の好調さ，４０年代の苦況を指摘したが，本章でも

財務諸表からその点が裏付けられた。大まかに見て，昭和３０年代（特に前半）

の好調ぶり，４０年代に入っての繊維不況による厳しい経営状態が数字的な根

拠をもって具体的に確認できた。

第二に，注目されるのが昭和４０年代末の状況である。前章では昭和５０年に

森織布が新たに３つの会社と委託加工契約を結んでいた事実を指摘した。こ
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れは，本章でみたように，長期にわたって森織布の「売上高」の大半を占め

ていた東洋紡からの加工賃が減少するなかで，求められたものであることが

わかる。森織布はこの時期加工賃収入を補うために新たに材料を仕入れ，製

品を自前で製織し販売することで一定程度の売上収入を確保するとともに，

東洋紡に代わる新たな委託加工契約の相手先を開拓せざるを得なかったので

ある。

全体として，繊維不況が続くもとで東洋紡も製造拠点を海外（台湾など）

に移転させるなか，森織布は厳しい舵取りを余儀なくされたのである。

（牛尾友彦）

５．従業員の状況―「従業員社会保険有資格期間」から

この章では，森織布に残された「従業員社会保険有資格期間」というノー

トを分析する。このノートは昭和２３年（１９４８）から平成７年（１９９５）までに

森織布に在職したことのある従業員について，その健康保険記号・厚記号・

番号・氏名・性別・生年月日・資格取得年月日・喪失年月日を記したもので

ある。このデータをすべて入力し，エクセルの表を作成したところ，ノート

に記入してあった従業員は８３２人にのぼった。そのデータは膨大なので母表は

ここでは割愛する。男女比では女子が全体の８０．２パーセントを占め，平均従

業期間は２．４７年とひじょうに短く，採用時の平均年齢は２５歳であった。以下，

この母表から新規採用・退職・年末在職の人数と平均年齢など必要なデータ

を抽出して作成した４つの表をもとに分析を進める。昭和２０・３０・４０・５０年

代における森織布従業員の新規採用・退職・在職状況を年ごとに算出したも

のである。

昭和２０年代 昭和２０年代は株式会社化する以前の森廣織布の時代であ

る。第一に，２０年代は採用人数や平均年齢にばらつきがあるが，採用人数は

２０～４０人程度であり，年末在職者は，ほぼ毎年増え，２３年の年末在職者１５人

が２９年には６６人と約４倍以上に増加した。第二に，退職者は次の３０年代ほど
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は多くなく，数人～２０人で，３０年代と同様，新規採用数よりも退職数が常に

下回っていた。第三に，この年代の平均年齢は新規採用・退職・在職とも他

の時期と比べて最も低かった。その点では，３０年代は最も若い労働者が多く，

活気のあった時期だったと言える。第四に，注目されるのが，２９年は新規採

用が無いことである。２９年は森織布が株式会社化した年であるので，会社化

の準備として，自発的に採用を控えた可能性がある。以上から，２０年代の森

織布は，順調に規模を拡大しながら，株式会社化に至ったと言え，その成長

ぶりが窺える。 （笠原麻由）

昭和３０年代 次に昭和３０年代について表５―３から見る。まず全体を概括

すると，３０年の新規採用人数１０４人が全期間を通して最大であるのを筆頭

に，３０年代の新規採用人数は，どの年もほぼ５０人を超えた。しかし，退職数

が新規採用数を上回る年が５年あり，年末在職数は，３０年の１４０人をピークと

して３９年には９３人にまで減少している。第二に，３０年に注目してみよう。３０

年は上記のとおり新規採用数が全期間を通して最大である。株式会社化した

２９年の翌年であることがその理由だと考えられる。３０年の年末在職人数は１４０

人と，これも全期間中最大である。３０年は森織布の経営史の中で一つの頂点

とも言うべき年だったと言えよう。第三に，特に変化が窺える新規採用の平

均年齢について見る。３０～３４年は，２７歳から１９歳に低下し，逆に３５～３９年は，２３

歳から２７歳に上昇した。前者からは採用者の若年化が窺えるが，後者からは

労働力不足で採用年齢が上昇した状況が窺える。

第四に，新規採用者のその後の平均在職期間を見ると３２年，３８年を除いて

年々短くなっている。３０年代で平均在職期間が最も長いのは３２年の５．２８年で

あるが，この年度は前年度に続き経営収支が黒字であった。経営の安定度と

新規採用者の平均在職期間が対応していると見られるのである。とはいえ，

第五に，３０年代は退職者も最も多かった時期であり，全体として労働力の流

動性がひじょうに高かったといえる。 （磯貝健大）

昭和４０年代 第一に，この１０年の採用人数は，３０年代後半から継続して

下がり，当初の４０人ほどが４０年代末には数人となった。そのため年末在職数
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も年々減ってお

り，縮小再生産

の時期であっ

た。特に４９年度

は東洋紡の委託

加工が減少し，

森織布がいった

ん縮めた負債を

再び増大させた

年であり，昭和

３０年以降では初

めて採用が０と

なった。第二に，

平均年齢を見る

と新規採用では

２０代後半から，

年によっては４０

歳前後にまで上

昇し，若年者の

採用が減ったた

め，退職者も在

職者も年齢が急

上昇したことが

わかる。第三に，

しかし４０年代採

用者のその後の

在職期間は２年

と短かく，定着

表５―１ 昭和２０年代における森織布従業員の新規採用・在職・退職状況

備考：「従業員社会保険有資格期間」（森織布関係史料 母屋２―４）により作成。

表５―２ 昭和３０年代における森織布従業員の新規採用・在職・退職状況

備考：「従業員社会保険有資格期間」（森織布関係史料 母屋２―４）により作成。

表５―３ 昭和４０年代における森織布従業員の新規採用・在職・退職状況

備考：「従業員社会保険有資格期間」（森織布関係史料 母屋２―４）により作成。

表５―４ 昭和５０年代における森織布従業員の新規採用・在職・退職状況

備考：「従業員社会保険有資格期間」（森織布関係史料 母屋２―４）により作成。
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度は低かった。

昭和５０年代 昭和５０年代はほとんど新規採用を行っておらず，採用人数

が０の年が半分以上を占めた。また，新規採用者の年齢も，４０代以上と高い。

さらに５０年代は新規採用数を退職数が上回っており，そのため，在職数も昭

和５２年には１０人を割り，織物工場を廃業した５９年にはほぼ０となった（１人

は経営者である森英博氏）。

昭和５２～５３年は，森織布がワインダーの仕事を始め，織物生産を縮小した

時期でもあり，以上をまとめると昭和５０年代は最終的な衰退の時期だったと

言える。

小括 以上をまとめると，以下のような流れが確認できる。昭和２０年代

は，株式会社化の準備期間とも言え，順調に森織布が経営規模を拡大した時

期であった。そして，株式会社化した２９年と最多の新規採用を実施した翌３０

年，森織布は経営上一つの頂点を迎えた。続く３０年代は，最も活気のある時

期で，新規採用も多かったが，退職者も多く，労働力の流動性は高かった。

４０年代に入ると森織布は繊維不況の影響で採用数・在職数を年々減らし，会

社の規模は急激に縮小した。そして４０年代末の苦境を経て，５０年代には，織

物業の廃業準備に取りかかった。ワインダーへの切り替えによって，従業員

数は数人となり，その高齢化が進むなかで，５９年には廃業に至ったのである。

（西村友希）

６．結論

最後に，本論文で明らかになったことをまとめておこう。

まず，２では森弘光氏の聞きとりから，森織布の経営史の概略をおさえた。

その上で３では東洋紡との委託加工契約について検討し，下請け契約として

のその基本的性格を明らかにし，東洋紡との「連携工場」を標榜していた森

織布が，実際には東洋紡以外の会社とも賃織の契約を結んでいた事実を指摘

した。特に，昭和５０年に三つの会社と相次いで契約していた点が注目される。
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こうした事実の背後にあった事情を検討するため，４では決算報告書から，

森織布の２０年以上に及ぶ経営収支の状況を見た。その結果，昭和３０年代が比

較的好調であったのに対して，４０年代は繊維不況の影響でひじょうに困難な

経営を強いられたこと，またその過程で織機の更新や売却も行われたが，４０

年代末には経営的に行き詰まったことが明らかになった。そして５では，以

上の経営の推移を，従業員の新規採用・退職などの状況から検討し，３０年代

の流動的だが勢いのあった状況，４０年代，５０年代の停滞から低落に至る流れ

などを確認することができた。

ここで明らかになった森織布の経営史は，和泉市域の綿スフ織物工場の具

体的事例を解明したものとしてそれ自体が意義を持つと考えるが，最後に一

つ触れておきたい点がある。

それは，東洋紡の賃織を中心に工場を経営したことは森織布にとって良か

ったのかという点である。この点について，森弘光氏に端的に質問したとこ

ろ，「東洋紡の賃織でやってきたことの評価は，簡単に良かったとも悪かった

とも言えない」との回答であった。

実は，表４―１と４―４を見ると，一見，加工賃以外の「売上」収入がある

年度は比較的収支が良いという特徴がある。しかし，これは本文でも述べた

ように，東洋紡の基準に合格できなかった製品を買い取り，それを販売した

ことによる収入であった（４０年代末は異なるが）。したがって，ここには森織

布の裁量を発揮した売り上げによって収支をプラスにした，という事実はな

かったのである。

とはいえ，東洋紡の「連携工場」であったことの最大のメリットは，やは

り東洋紡のブランド性である。森織布は，昭和５９年の廃業にあたり，かなり

多額の負債を森家の財産によって補填した。しかし，この負債は東洋紡とい

うブランドがあったことによって最小限で済んだとも言える。なぜなら，負

債が増えつつあった時期に銀行から融資を受ける際，「東洋紡連携工場」であ

ったことがプラスに働いたからである。

以上のように，本論文が明らかにしてきた森織布の経営史は，全体として
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予想以上に厳しいものであったが，その評価は，経営者の弘光氏にとっても

容易ではない。この点については，さらなる事例研究を通じて検証すること

が課題となるだろう。 （西村友希）
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１）三宅順一郎「泉州綿スフ織物工業」（大阪経済大学中小企業経営研究所所報『経営

経済』１１号，１９７５年）。
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�期（～１９５６年）は，繊維固有の特別立法に基づかないで政策が実施された時期。第

�期（１９５６～６４年）は，健全な輸出促進を目指し，かつ合理化を図るために施行され

た「繊維旧法」による設備調整の時期。第�期（１９６４～６７年）は，設備登録制撤廃を

見越したスクラップ＆ビルド方式や新しい設備基準設定による合理化を目ざした

「繊維新法」による設備調整の時期。第�期（１９６７～７４年）は，産業の国際競争力を

つけるため構造改善制度を導入し，綿スフなどの特定織物業に対し設備近代化と過

剰設備の計画的処理を図って実施された「特繊法」による構造改善の時期。第�期

（１９７４年～）は，知識集約化を推進し取引関係の改善・指導を図るため施行された

「新繊維法」による構造改善の時期。以上の５段階を経て構造改善事業が実施された。

３）佐賀ゼミ６期生ABC班「昭和３０～５０年代の和泉市内における織屋について―池田

下町を事例として―」（『桃山学院大学 学生論集』２４号，２００９年）。

４）同上。

５）以下，佐賀ゼミが調査・整理を行った森織布関係史料（和泉市文化財振興課市史担

当に寄託）からの引用に際しては，本文中に史料番号を記載する。

〔追記〕本論文作成にあたっては，株式会社タイヨウ社長の森弘光さん，和泉市文化財

振興課市史担当の森下徹さんをはじめとする皆さんに，たいへんお世話になりま

した。どうもありがとうございました。
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